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１．業務文書における品質問題 

1.1. 業務文書の品質 

 企業の活動において、大量の業務文書が作成されている。

これらの文書は業務遂行を目的として作成されており、記

述された内容が正確にかつ素早く伝わる必要がある。その

ため、業務文書の品質を確保することは、業務の正確な遂

行に必須である。 

 業務文書の品質は大きく分けて、内容品質（何を書くか）

と表現品質（どのように書くか）からなる[1]。内容品質

は、どのような事実を、どのレベルの詳細度で記述するか、

という文書内容を設計する際に決まる品質である。それに

対して、表現品質は、表現の正確性、整合性、可読性など、

文書を執筆する時に決まる品質である。 

業務文書の品質を確保するために、日々の業務ルーチン

のなかで業務文書を評価し、不適切な記述があれば、適切

に修正することが必要である。通常は、このような評価作

業は人手で実施されているが、多大な時間を要してしまう。

従って、ソフトウェアで文書品質を自動的に評価するシス

テムが求められている。 

1.2. 業務文書の可読性問題 

業務文書を読むとき、限られた時間内に文書から情報を

正しく把握することが重要である。文書が読みにくくなる

と、貴重な業務時間を無駄にするだけではなく、意味を誤

解するリスクも発生する。業務文書の可読性が与えるビジ

ネスへの影響は主に人間向けと機械向けの２つの側面か

ら考えられる。 

①人間向けの文書理解 

近年の企業活動の国際化により、日本語を母語としない

人々が、日本語文書を読む機会が増加している（例えば、

オフショア開発）。これらの読者にとって、日本人と同等

な言語力と背景知識を持つわけではないので、文が分かり

にくくなると、文書を理解するための時間がかかり、Q&A

が頻繁に発生する。 

筆者らは、不適切な表現を自動的に発見する仕様書チェ

ックによる中国技術者向けの文書読解支援を行った[2]。

しかし、試行運用結果により、語彙レベルの文書チェック

だけでは、致命的な悪文を発見することができない。例え

ば、例文１のような目的語と述語が離れすぎた文の場合、

意味を理解するため、かなり時間がかかってしまう。 

例文１：駅情報を、駅コードと業務日付をキーに、駅マス

タ, 駅マスタ・サマータイム情報, 駅マスタ・ス

ポット,電車運用時間情報から取得する。 

一方、日本人の場合でも、分かりにくい文や曖昧な文が

あると、その意味を解明するため、読解時間がかかること

がある。特にお客様に提出する文書の品質が悪いと、会社

のイメージが低下する、あるいは内容が正しく伝わらない

ことによりジョブロスに繋がることもある。 

従って、読者にとって分かりにくい文を事前に発見する

必要がある。しかし、文書の作成者は、文書の内容が事前

に分かるので、読者にとって分かり易いかどうか、客観的

に評価するのは困難である。そのため、文書の可読性を客

観的に評価できるツールが求められる。 

②機械向けの文書処理 

 近年、IT の進歩につれて、大量の文書に対する自動化

処理（翻訳、要約、分類、検索など）が幅広く利用されて

いる。但し、これらの技術は、正しい（分かりやすい）文

書を処理の前提とするので、文の可読性が落ちると、処理

自体をいくら工夫しても、正しい結果を得られない。 

例えば、機械翻訳技術を用いる多言語横断検索[3]の場

合、例文２のような修飾関係が混乱した文を自然文検索の

クエリとして用いると、正しく翻訳されないので、検索精

度が落ちる。この場合、翻訳や検索結果だけ確認しても、

精度が落ちる原因は発見できない。 

例文 2：このような構造に発泡したプラスチックで一体に形成
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もし、このような悪文を事前に発見し、それを修正する

ことができれば、機械処理の精度は向上できるだろう。 

1.3. 従来の研究 

 文書可読性の自動評価は、さまざまな分野で試みられて

いる。建石らは、日本語テキストの難易度を測定するため、

文字種類や文長などを用いた複数の公式を提案している

[4]。また、川村は、語彙と文章の難易度との関係を分析

し、日本語学習者のための教材レベル判定システムの開発

を進めている[5]。さらに、柴崎らは、小学校の国語の教

科書を基準テキストとして採用し、ひらがなの含有率、文

の総数に対する単文数、内容語の漢語率から、テキストの

読みやすさを算出する公式を提案している[6]。 

これらの研究の殆どは、教科書などのテキストを選択す

ることを目的として、１つの数値で文書全体の可読性を表

すものである。業務文書の品質評価の場合、文書全体だけ

ではなく、文単位あるいは表現単位で可読性が低い箇所を

検出する必要がある。 

また、従来の可読性評価は、文字種、文字数などの文字・

語彙レベルの情報に基づいている。それ以上の要因（構文、

文脈など）に基づく評価は、行われていない。国語教科書

など一般文書を分析対象としており、業務文書への適用に

ついては考慮されていない。 

本研究は、業務文書における可読性の要因を分析し、そ

のうち、構文的な要因に着目し、文の構造による悪文（分

かりにくい文）を自動的に検出することを目的としている。 

 

2. 業務文書の可読性要因分析 

読者が文書を読むときの過程に基づき、文書が分かりや

すいかどうかを判断するのが、可読性評価の最終目的であ

る。しかし、実際には、文書が分かりやすいかどうかは読

者の感覚によってかなり異なる。このようなあいまいな感

覚をソフトウェアにより再現するのは、現状の技術では難

しい。そのため、事前に何らかの客観的な基準で文書の可

読性を評価する必要がある。 

2.1. 評価基準 

図 1 は、Kintsch [7]に示された人間の文生成と文理解

のプロセスである。文の理解は、以下の(ア)～（ウ）の３

段階に分けられる。 

（ア） 表層構造の理解：単語や句や文の記憶 

（イ） テキストベースの理解：文章の記述内容に則して

形成される意味の要約（命題抽出） 

（ウ） 状況モデルの理解：テキストから得た情報により

心内に構築された状況や場面 

 

図 1. 文生成と文理解のプロセス 

 通常、人間の文書理解は、表層構造を１個ずつ記憶し、

それを１個ずつ翻訳（還元）するわけではなく、文の意味

を抽出（要約）し、それを心内の知識に結び付け、状況を

還元するのが基本である。特にビジネス文書の場合、文書

を精読する時間はなく、通読した上、意味を要約するのが

大切である。 

文の意味を表す最小単位は命題である。従って、文章の

可読性を評価するとき、命題が正しく、かつ素早く抽出で

きるかどうかが、重要な評価指標となる。 

2.2. 文書要因 

文理解の容易さは、読者の知識、能力、読書目的などの

外部環境に関連する要因（読者要因）と文書内の記述内容

に関連する要因（文書要因）に依存する。 

本研究の目的は、文書の書き方を原因とする読みにくい

文を発見することであるため、文書要因に着目する。 

図１で示した文生成のプロセスより、命題から文書の形

成するまで、語彙、構文、文脈などの複数の処理段階を経

過する。従って、文書の可読性も、さまざまなレベルの要

因によって決定される。 

実際の業務文書に基づいて、可読性に影響する要因を調

査した結果を表１に示す。 
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大分類 中分類 小分類 タイプ

語彙の数 長文
語彙の難易度 専門用語

語彙の多義性 多義語

文に複数の命題がある（タイプ１）

命題を構成する主格か目的格が欠落（タイプ２）
命題の構成要素間の距離が長すぎる（タイプ３）
命題の主語と動作間の関係が矛盾（タイプ４）
修飾語と修飾先は離れすぎる（タイプ５）
修飾部が長すぎる（タイプ６）

あいまいさ 構文的なあいまい（タイプ７）

文の接続関係 接続詞の欠落

文の位置 重要文が目立たない

命題要素

構文的

文
書
要
因

語彙的

文脈的

修飾関係

表１．文書の可読性要因（文書要因） 

これらの要因のうち、語彙的要因は、従来から研究して

おり、本研究は、主として、構文的要因を対象として可読

性評価手法を検討した。 

 

3. 構文的要因の評価手法 

構文的要因、特に表１で示した命題要素、修飾関係、あ

いまいさの３種類、７タイプの要因に関する評価手法を述

べる。 

3.1. 命題要素要因の評価 

言語の基本的単位として重視されるのは命題である。命

題の構成が複雑になると、文の可読性も低くなる。 

我々の考察結果、命題要素が文の可読性に影響する要因

は表１で示した４タイプ（タイプ１－タイプ４）がある。

1.2 節で掲示した外国人に分かりにくい例（例文 1）は、

タイプ３による問題である。 

命題は述語と対応している。述語とその項を取得できれ

ば、命題関係を要因とする可読性を評価することができる。 

本研究では、以下の５種類の情報を採用した。 

述語の主格、述語の目的格、主格と述語間の距離、

目的格と述語の距離、主格と述語動詞の意味関係 

評価するとき、まず文単位で述語を抽出し、述語毎に属

性を取得する。次に、抽出された属性に対して、予め決め

られた基準値及び評価ルールによって、命題関係の可読性

を評価する。 

例えば、１文に基準値以上の述語命題セットが存在する

場合、タイプ１と判定する。また、主格、又は目的格が取

得できない場合、タイプ２と判定する。主格と述語間の距

離、又は目的格と述語の距離が基準値以上である場合、タ

イプ３と判定する。さらに、主格と述語動詞の意味関係が

矛盾とするとき、タイプ４と判定する。主格と述語動詞の

意味関係が矛盾しているか否かは、主語の有情属性と動詞

の意志性の対応関係によって決定する。 

3.2. 修飾関係要因の評価 

文の構成要素には命題要素を修飾する修飾語も重要な

構成部分である。修飾関係が複雑になると、文の可読性も

低下する。1.2節の例文 2の場合、修飾語「このような構

造に」は、被修飾語「形成した」と離れすぎるため、誤っ

て翻訳されてしまう。 

本研究の場合、以下のような係り受けを修飾関係と判定

する。 

指示関係、名詞に修飾する形容詞と形容動詞、助詞

「の」で接続する係り受け、副詞・句、連用中止表現、

連体動詞とその係り先 

修飾属性は、被修飾語、修飾距離、修飾部の深さとする。

修飾距離は、修飾語と修飾先の間のノード数である。修飾

距離が基準値を超える場合、タイプ５と判定する。 

また、修飾部の深さは、修飾先から構文木のリーフノー

ドまでのノード数である。この情報によって、修飾語が長

すぎる場合、タイプ６と判定する。 

3.3. 構文あいまいさの評価 

人間が文の構造を理解するとき、複数の解析候補を生成

でき、候補の可能性が近いとき、理解に迷い易い。このよ

うな文はあいまいであると考えられる。 

例文３：科学的な眼球運動の実験調査 

例文３の場合、「科学的な」「眼球運動」か、それとも「科

学的な」「調査」か、読者の解釈が揺れる可能性がある。 

このようなあいまい文については、本研究では構文解析

の仮想アーク間の類似度によって判定が行える。 

本研究で使っている構文解析エンジンは「最適解探索」

技術に基づく解析ツールである [8]。係り受けを解析する

とき、まず、係り受け候補（仮想アーク）を生成し、係り

受けの信頼度スコアによって、最適な解析結果を出力する。 

この原理を利用し、出力結果と候補（仮想アーク）の信

頼度の差によって、構文のあいまいさを評価する。 

図２は例文３の構文木を示している。仮想アーク「眼球

運動」→「実験」と主アーク「眼球運動」→「調査」の信
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頼度の差が大きいため、あいまいさは低い。それに対して、

仮想アーク「科学的な」→「調査」と主アーク「科学的な」

→「眼球運動」の信頼度の差が小さいため、この２つの解

釈の文では、あいまいさが高いと判断できる。 

 

図 2. 構文のあいまいさの評価 

４.検証 

今後は、本研究で提案した可読性評価技術の効果を検証

するため、以下の妥当性検証及び適用効果検証を実施する。 

4.1. 妥当性検証 

3 章で述べた構文的な可読性評価の方式について、実際

のチェックシステムへ組込み、その出力結果に対して、評

価の妥当性を検証する予定である。 

評価対象データは、いままでの業務において収集した分

かりにくい例文や、機械翻訳で誤訳された例文である。  

検証の目的は、3 章で提示した３種類の構文要因による

可読性問題が、正しく評価できるかどうかを確認すること

である。 

4.2. 適用効果検証 

 妥当性検証は、提案した手法の精度を確認できるが、業

務文書の品質向上に役に立つかどうか、1.2 節で述べた課

題を改善できるかどうか、について確認できない。そのた

め、業務現場の利用者が直接使用し、その適用効果を評価

する。 

 但し、どのような場面に設定すれば、適用効果を発揮で

きるかが、また、どのような仕組みを提供すれば、利用者

が評価しやすくなるかがなど、今後明確にしなければなら

ない課題がある。 

 現状では、特許文献を対象とする機械翻訳の前処理、及

び開発仕様書を読者に提出する前の品質検査という２つ

の検証場面を想定している。 

５. 終わりに 

本研究では、業務文書を対象として、文書の構文的な可

読性を自動的に評価し、分かりにくい悪文を自動的に検出

する手法を検討している。本論文では、命題構成要素、修

飾関係、および構文のあいまいさの３つの問題に着目する

可読性評価手法を紹介した。今後は、提案技術の精度を確

認する妥当性検証、及び、実ユーザが試用してもらう適用

効果検証を実施する予定がある。 

今回検討した課題は、構文的要因による可読性問題だが、

文と文の繋がり、文の位置を考慮する文脈的要因による可

読性問題はまた着手していない。また、読者の背景や読書

目的などの読者要因も考慮していない。これらの問題は今

後の研究課題である。 
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